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　暑い、猛烈に暑い日が続く。そうしたなか、28日京都で開催されたマイナンバーシンポジウムに出かける。当初予想したよりも、マイナンバー導入を支持してくださる方からの要望や疑問点などが多く出たことが印象的であった。ようやくマスコミ誌上などで、マイナンバー法案が国会での論議が開始されそうだ、という情報が出るようになってきた。でも、国会というところは生身の人間がやっている世界であり、何が起こるのかわからない世界である。「小鮮を煮るがごとし」とは、竹下元総理の名言なのだが、法案を通すということは小魚を煮崩れしないように丁寧に煮ることに似ている、ということだという。まずは、社会保障・税一体改革関連法案とマイナンバー法案をしっかりと通すことに専念すべきだろう。
□孫崎享『戦後史の正体』(創元社を読んで)□
　さて、今週も一冊の本の紹介から始めたい。孫崎享元イラン大使、ウズベキスタン大使、国際情報局長などを歴任され、最後は防衛大学校で7年間教鞭をとっておられた元外交官である。今度、『戦後史の正体』(創元社刊)という高校生でも読めるような、実にわかりやすく書かれた歴史書を書かれ、今やベストセラーにノミネートされはじめている。今後、きっと広がりを見せるだろう。というのも、ご本人は、熱心にツイッターを駆使され、現在起こっていることについての問題点を発信されており、何を隠そう、小生もそのフォロワーの一人なのだ。多くの熱心な孫崎ファンにとって、待ち遠しかった出版なのだ。
「はじめに」というところの出だしから引用してみたい。(原文には読みやすくルビが触れられているが、省略している)
　「孫崎享です。たくさんの本のなかから、この本を選んでもらってありがとうございます。
　　いま、あなたの手に取ってくださったこの本は、かなり変わった本かもしれません。というのも本書は、これまでほとんど語られることのなかった『米国からの圧力』を軸に、日本の戦後史を読み解いたものだからです。こういう視点から書かれた本は、今までありませんでしたし、おそらくこれからもないでしょう。『米国の意向』について論じることは、日本の言論界ではタブーだからです。」(序文より)
　
という書き出しに見られるように、この本は戦後日米関係史の「タブー」に挑戦している「問題の書」なのだ。それだけに、まことに斬新で目からうろこが取れるような解明が随所に見られ、興味が尽きない。例えば、日本の終戦がなぜ8月15日なのに、日本に勝利した国々の対日戦の勝利日は9月2日になっていることの意味や、孫崎氏自身の発見ではないのだが、昭和天皇が戦後憲法で象徴としての役割に徹してこられていたと信じていた者にとって、仰天すべき事実を提起している。すなわち、昭和天皇自身が沖縄の行方について米国の軍事占領を継続するよう望まれている、との歴史的事実(米国の公文書館から発掘されたもので、昭和天皇の側近となった元外交官寺崎英成が、GHQ側に接触して伝えた沖縄に関する極秘メッセージ)が、筑波大学の新藤栄一教授によって雑誌『世界』(1979年4月号)に発表されたにもかかわらず、日本の新聞や学界では全く黙殺されたという現実にも触れられ、戦後史の中でのタブーに対してもあえて見ようとしてこなかった日本社会の構造的な恥部にもメスを入れている。
□戦後日本政治はアメリカの戦略に左右されてきた歴史だ□
　もちろん、この本の中で一番力点が置かれているのが政治権力との関係であり、アメリカとの関係という点から見たとき、アメリカの言い分に従い信頼を得ることで国益が達成されると考えた政治家は、吉田茂のように比較的長期政権を維持できたのだが、積極的に現状を変えようと米国に働きかけた政治家は、一部の例外はあるものの、短期間で政権の座を去っている。それは、アメリカの直接的な指示だけでなく、時には日本の政・官・財やマスコミなどの圧力で間接的に交代させられてきたことを指摘されている。最近における、鳩山元総理の普天間基地問題や中国との関係改善などに対して、猛烈な批判が展開されたことはその表れだとみておられる。また、小沢一郎氏の陸山会事件などをすすめた検察の特捜部についても、もともとその出発はGHQ指揮下の下に、隠匿物資の摘発を実施しGHQに「宝物」を差し出すことがその役割であったことや、ロッキード事件を担当した特捜部のメンバーが、アメリカ大使館に勤務されていたことの影響が強く出ていたことも想起され、特捜部の在り方についての批判的な視点が打ち出されている。それと共に、今後大問題になるTPPの問題についても、1980年代からソ連邦が崩壊して以降、特に日本の経済力に対する脅威が問題になってきたことに触れられ、TPPによって日本経済をアメリカ流の市場経済に作り替えようとしているのであり、それに対する厳しい見方をされている。同時にTPPは、中国に対する接近を阻止することの狙いにも触れられ、TPP加盟批判も展開されている。
もちろん、指摘されていることに対して全面的に賛成できるかどうか、いろいろとあるのだが、アメリカとの関係で日本が考えておくべきポイントは外されていないように思える。見方を変えてみると、この本は今の野田内閣に対する「警告の書」となっていることもあり、民主党内的には小沢新党や鳩山グループの方たちにとっては、絶好の「応援の書」となりつつある。ご本人自身、それぞれのグループの会合などに出席されて、自説を展開されており、この書で指摘されていることをめぐって今後も多くの論争を巻き起こしていくに違いない。もちろん、孫崎さん自身がどちらかに加担するというような政治的な意図をもって書かれたものではないことは言うまでもない。
□政治家は、孫崎さんの問題提起を真剣に受け止めよ□
　私と孫崎さんとの出会いは、やや20年近く前にウズベキスタンの大使をされていた時からのお付き合いで、孫崎さんの学識と人柄にふれ、外交官として尊敬をしてきた方である。一時は駐道大使として札幌にも勤務されていたこともある。それだけに、今度このようなタブーに挑戦をされた著書を出版された勇気には心から敬意を表するとともに、野田政権の是非という狭い次元でとらえるのではなく、多くの読者が孫崎さんの提起された大変に重い課題をしっかりと受け止め、どのようにアメリカとの関係を取ることが本当に日本の国益にかなうのか、大いに議論をし方向を定めていく必要があることを痛感している。特に、政界再編成が進むことが確実に予測される今、外交において、アメリカとの関係をどのように構築していくべきなのか、過去の日本政府のとってきた歴史をどのように総括していくのか、きちんとした外交政策の確立が望まれてならない。
□堂々と日本の国益を前面に外交を進めていくべき時だ□
　最後に、孫崎さんがこの本の締めくくりとして次の3点を重要なポイントとして挙げておられる。
1 国の対日政策は、あくまでも米国の利益のためにあります。日本の利益
と常に一致しているわけではありません。
②米国の対日政策は、米国の環境の変化によって大きく変わります。
代表的なのは占領時代です。当初、米国は日本を二度と戦争のできな　い国にすることを目的に、極めて懲罰的な政策をとっていました。しかし、冷戦が起こると、日本を共産主義に対する防波堤にすることを考え、優遇し始めます。このとき対日政策は180度変化しました。そして多くの日本人は気づいていませんが、米国の対日政策は今から20年前、再び180度変化したのです。
2 国は自分の利益にもとづいて日本にさまざまな要求をします。それに立ち
向かうのは大変なことです。しかし冷戦期のように、とにかく米国の言うこと
を聞いていれば大丈夫だという時代はすでに20年前に終わっています。どんな
に困難でも、日本の譲れない国益については主張し、米国の理解を得る必要が
あります。」(366ページより)
　そして、この本を書かれたことで、新しい発見として「私の思ったよりもはるかに多く、米国に対して堂々とものを言った首相たち、政治家たち、官僚がいた」ことをあげられ、カナダの首相ピアソンがアメリカに対して堂々と発言してきた歴史にも触れられ、日本の戦後政治史を総括され、希望を託されている。
　ぜひとも夏の暑苦しいひと時、一読をお勧めしたい好著である。
